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令和 8年 2月 24日     

気仙沼市議会議員 今川悟 

 

2026年 2月定例会のポイント 

【教育】                                         

■中学校再編の条例改正案の提案見送り 

・中学校９校を令和 9-10年度で 4校に再編するため、学校設置条例の改正案が提出される

予定だったが、通学方法や部活動、再編前交流などの具体的な検討を進め、不安を解消で

きるようにして提案するために見送られた 

・4月の市議・市長選の後、できるだけ早い時期に提案する方針 

・再編計画や再編時期の変更はない 

・新年度予算に再編準備に関する経費が計上されたため、条例改正を議決する前であること

を理由に２議員が予算案のそのものに反対した 

・第三区(面瀬・階上・松岩)は仮設校舎の規模縮小を検討している 

・松岩小、階上小、気仙沼中、松岩中のトイレ改修(洋式化)に向けた設計を行う 

 

■気仙沼中学校の体育館を改築。13億円で 10年度完成へ 

・気仙沼中学校の体育館(昭和 34 年建築)が老朽化しているため、西校舎を解体して新築す

るための設計と地質調査の費用 6332万円を予算化した 

・条南中と統合する際に約束していた 

・令和 9年度に着工し、令和 10年度内の完成を目指す。調査・解体を含めた総事業費は 13

億円の見込み 

・再編計画では令和 10年 4月に新月中と再編して新校になるが、その先の再編先として決

定したわけではない。菅原市長は「条南中は統合後も体育館が使われており、(跡地)活用

を検討するときに体育館も必要という声がある。無駄になることはない。隣には小学校も

ある」と答弁した 

 

■リアス・アーク美術館を気仙沼市に 

・気仙沼・本吉地域広域行政事務組合からの移管に伴い、気仙沼市リアス・アーク美術館条

例を制定した 

・設置目的は「市民の文化意識の向上に寄与するため、文化創造活動拠点として設置」 

・博物館法に基づく美術館協議会を設置する。メンバーは県立美術館や大学の有識者など 

・美術館開設時に交付された県の補助金 1 億円を新たな基金に積み立てる。基金運用益は

企画事業に充てる。うまくいけば年間 200万円の運用益が期待できる 

・寄附金を積み立てる収蔵品購入基金は、広域組合から引き継いだ 300万円を積み立てる 

・一帯は牧沢公園(16.2㌶)として指定したが放置されてきた。美術館周辺を含めて価値の向

上に取り組む⇒サステナプランで周辺を自然公園化する案があり、担当者と打合せを始

めている 

・総務教育常任委員会では「リアス・アーク美術館を中心とした文教地区全体の将来像につ

いて」をテーマに議員討議を実施。自然を生かした文教地区として、各部局と連携して一

帯のビジョンを持ち、市民に親しまれる空間づくりを進めるように当局へ伝えた 

 

■パークゴルフ場の指定管理は小野良組に 

・階上の市パークゴルフ場は汐風クラブが指定管理の更新を受けなかったため、令和 8 年

度から市内の建設会社である(株)小野良組が新たな指定管理者となる。公募には 1社だけ
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の応募だった 

・このパークゴルフ場は、災害廃棄物処理業務に加わった小野良組が創立 100 年を記念し

て整備して寄附した 

・スタッフは運営部門 5人、コース管理部門 3人の計 8人体制となる 

・令和 8年度の収入は、指定管理料 2194万円と利用料金 1776万円などを想定。支出合計

は 4040 万円(現在は芝刈りを小

野良組に委託しているが直営に

なる) 

・令和 8年度は利用料金制(料金は

指定管理者の収入)でスタート

するが、年度ごとの協定で使用

料金制(料金は市の収入)か選択

できる。近隣のパークゴルフ場

は利用料金制が多い 

・食堂は運営しないが、カップ麺

や弁当の販売は可能性がある 

・年間パスポート(120人の購入想

定)は 5万 8000円を維持する。

市の条例で 6万 3000 円(700 円

×90回相当)と規定するが、発売

準備期間を除くという考え方で

値上げを避ける 

・令和 6年度から料金を 1 日 700

円(元は 600 円)に値上げした結

果、年間パスポートの利用者が

増えた。地区ごとに生まれた愛

好会の定期利用が多く、新規が鈍化している 

・年間パスポートの利用期間は 4/1-3/31。利用回数の上限設定、回数券化は利用者が減る心

配があって導入しなかった 

・汐風クラブには指定管理料の引き上げと使用料金制の選択肢についても示して交渉した。

令和 7年度補正予算で赤字分 700万円を追加して指定管理料は 2037万円となった 

・小野良組は現スタッフに継続雇用を声がけしている。支配人はスーパーアドバイザーとし

て残って業務を円滑に引き継ぐ 

 

■奨学金返還を支援 

・市内の事業所で働く 35歳以下の市民を対象に、奨学金返還を支援することで、負担軽減

と移住定住をはかる 
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・前年度中の奨学金返還額のうち、企業が負担した額(最低 5 万円以上)の 1/2 以内(上限 10

万円)を補助する。期間は最長 5年間 

・県の支援制度は企業が対象で、市は従業員に対して補助金を交付する 

 

【事例】従業員の奨学金年間返還額 20万円 

企業が支援 10万円 従業員が返還 10万円 

県補助 5万円 企業負担 5万円 市補助 5万円 従業員負担 5万円 

 

【産業・観光】                                        

■大島亀山園地の指定管理は気仙沼産業センター 

・モノレールを主体とした亀山

園地は、令和 8年 4月から 5年

間、「海の市」を運営する(株)気

仙沼産業センター=第三セク

ター=が指定管理者となる 

・正社員 6 人によるシフト制の

運営を基本とし、管理運営全体

の統括責任者を配置する 

・令和 8 年度の指定管理料は

5507 万円。乗車料金は市の収

入になる「使用料金制」とする。

収益施設の位置づけだが、安定

経営のための判断である 

・カフェ事業は指定管理者の独

自収支で、指定管理料は充当さ

れない 

・気仙沼産業センターは全役員

が無報酬であり、常勤役員の配

置や役員報酬は検討の必要性

も含めて中長期的な課題と位

置付けたい 

・令和 8 年度予算には亀山魅力

向上事業として 7432万円を計

上。フォトスポット整備やサイ

ン設置などを行う 

・亀山テラス開業時誘客事業 2080 万円では、おかえりモネファンイベントを 8 月に予定。

放送当時はコロナ禍で叶わなかった交流イベントとして、出演者トークショー、サウンド

トラックコンサートを市民会館で予定 

・開業時の渋滞対策として、指定管理で警備員 2人×100日分の費用を含めている。待ち時

間や駐車場満車などの情報をウエルカム・ターミナルや大島大橋付近で確認できたり、公

式サイトで分かったりできるようにする 

 

■魚市場の減免基準を設定 

・経営が厳しい気仙沼漁協に対する支援策として魚市場施設使用料を減免する 

・支援期間は令和 6年度から 10年度までの 5年間 

・過去 10年間の平均をもとに水揚げ額 170億円(税抜き)を基準にし、基準を下回った場合
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は最大 40％減免する 

・150億円の場合は 17.33％の減免となる(7500万円から 1300万円減額) 

 

■徳仙丈に「森の音楽堂」整備 

・火災で焼失した森林文化センターを「森の音楽堂」として再建する 

・費用は 9874万円。損害共済金や森林環境譲与税などを充てる 

・令和 8年度内に完成し、9

年度から使用する予定。担

当は農林課 

・建物は鉄骨入りの木造平

屋で延べ床面積は 153㎡。

ステージの両側に控室と

倉庫がある 

・同じく焼失した市民の森

の施設は、音楽堂が完成し

た後に本格的な検討を始

める 

 

【行政・インフラ】                                         

■大島開発総合センターの指定管理を更新。閉館の選択肢もあった 

・指定管理者は大島海友会が 5年継続する。指定管理料は 460万円 

・指定管理者の更新に当たり、大島海友会からは会員の高齢化で継続は難しいと一度伝えら

れていた。(大島公民館が旧大島中学校に移転したことで)閉館の選択肢もあったが、建設

した昭和 62年から 50年すぎないと補助金返還が求められるほか、公民館と違う役割(参

加費を求めるヨガ教室の開催など)があることも分かった 

 

■旧小泉小・中学校の体育館の無償貸出を変更 

・平成 29年 3月に閉校した旧小泉中学校は、令和 3年 6月から(株)ボンマックスに無償で

貸し付けていたが、5 年の契約期更新に合わせて体育館(1,521 ㎡)は返却してもらい、代

わりに旧小泉小学校の体育館(658㎡)を新たに 5年間無償で貸し付ける。土地の貸付料は

合計して年間約 42万円 

・地域から中学校の体育館をスポーツやイベントに活用したいとの要望があったための措

置 

・(株)ボンマックスは東京に本社があるユニフォームのアパレルメーカーで、旧小泉中学校

は物流倉庫として活用。当初計画していた地域貢献はコロナ禍でできていないこともあ

るが、非常勤スタッフ 3 人のうち 2 人が市内からの雇用。旧浦島小学校の校舎と体育館

も同社に貸し出している 

・地域の避難所は小泉公民館を早期に開設し、避難が長期化するときは体育館も活用する 

・小泉中学校の校舎の契約更新は 1 年ごとなので、より有効活用できる提案があれば更新

しないで、新たな契約を結ぶことも可能 

・小泉小の校舎は、小泉地区で陸上養殖をスタートさせるNTTグリーン＆フーズが事務所

としての利用を検討しているほか、地域からスポーツ中心の宿泊施設としての提案があ

る(小泉中の校庭には天然芝の広場がある)。これまで 30 社以上に紹介したが、建物が大

きく全体の管理に抵抗があることから、分割して貸し出すことを検討しており、複数社と

交渉している。地域の検討を急いでもらう 
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■し尿くみ取手数料を 1.4倍に引き上げ 

・家庭や事業所のし尿くみ取手数

料(10 ㍑当たり現行 60 円=令和

元年度に改定)を令和 8 年 10 月

から 71円に、令和 9年 4月から

83円に引き上げる 

・受託業者(気仙沼清掃事業協業組

合)は人件費や物価高騰で赤字

が続いていた。改定額は収集原

価をもとに算定した 

・市からの委託料(くみ取手数料と

同額。令和 7年度で 1億 961万

円)は令和 8 年 4 月から 83 円と

する。差額は激変緩和措置とし

て市が 3171万円負担し、利用者

の負担を軽減する。し尿処理手数料(10㍑当たり 3.3円)は据え置く 

・1世帯当たりの年間平均負担額は現行 1万 8462円で、令和 9年度には 2万 5201円と試

算した。県内市部と近隣市町と比較すると引き上げ後でも低めの水準となる。10 ㍑当た

りの負担額は気仙沼市が改正後に 86円、石巻市は 155円 

・くみ取りし尿人口は令和 6年度で１万 9367人 

 

■その他 

・平成 4 年に約 2 億円を積み立てて創設した国際交流等推進事業基金を廃止する。運用益

を見込んだが、取り崩して事業を続けた結果、底をついたことが理由。ほかの財源を活用

するため、事業には影響しない 

・震災 15年が経過し、令和 8年度から「震災復興・企画部」を「企画部」に変更する 

・水道料金の改定は経営戦略と水道ビジョンを早期に示す 

・都市ガスは令和 8 年度内に料金改定を行うため、令和 7 年度決算を見てスケジュールを

含めて検討する 

 

【子育て・福祉・医療】                                          

■小泉幼稚園を閉園。施設は解体の方針 

・園児が減少している小泉幼稚園を令和 7年度で閉園する 

・現在の園児は 4人・3人が卒園して、残る 1人は津谷幼稚園への転園を希望 

・保護者懇談会で合意を得た 

・昭和 61年に建設した園舎は老朽化したため解体する方針 

・児童福祉施設等再編整備計画(令和 4-8年度)では「児童の推移をみながら，津谷保育所の

認定こども園化に合わせ統合について検討する」としていたが、子ども園化の検討はまだ

始まっていない 

 

■産婦人科医増えて小児科にも常勤医赴任 

・令和 8年 1月から産婦人科の常勤医が 1人追加して 2人態勢になった 

・小児科は東北大から派遣された非常勤医で対応してきたが、4月から常勤医が来ることに

なった。小児科は開業医が 1人だけだったので、子どもの予防接種の負担が軽減される 
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・市立病院付属の看護学校の令和 8 年度入試は、推薦で 14 人が決まり、一般入試①で 14

人(3 人辞退)が合格した。3 月に一般入試②がある。本年度の卒業予定者 23 人のうち 12

人が市の病院に就職予定。市内の民間病院へ就職する学生はいない 

 

【市長の施政方針】                                     

・市長再選出馬を表明。(改選後の)次の 4年間は「復興のその先」への挑戦である 

・変化をいち早く捉え、確かな目で未来を見通し、市民の共感のもと協働する姿勢で政策を

常に磨き続ける 

・パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度を導入する 

・まちづくり活動を後押しする新たな補助制度を創設する 

・地域活動の拠点とする公民館のまちづくりセンター化の具体の検討に取り組む 

・外国人に選ばれるまちを目指して(仮称)けせんぬまグローバルコミュニティ推進協議会の

立ち上げを支援する 

・市職員としての必要な基本姿勢、基本知識、基本動作を体系的に整理した「職員教本」を

作成する 

・子育て支援は「7つのゼロ」(保育所等の給食費、学童保育の利用料、小中学校の給食費、

第 2子以降の保育料、保育所の待機児童に、障害児通所支援利用者負担(514万円)と児童

発達支援利用者給食費相当額(143万円)を加える)として取り組みを推進する 

・家庭から排出される廃食用油の市有施設での拠点収集を新年度から開始する 

 

■令和 8年度に策定する計画一覧 

第 3次気仙沼市総合計画 目標年次は令和 9-18 年度。タウンミーティ

ングやフューチャーデザインの手法を取り

入れて策定する 

第 3次気仙沼市男女共同参画基本計画 計画期間は令和 9-18年度。7年度の市民意識

調査を踏まえて計画を策定する 

観光戦略 2.0 観光に関する戦略的方策を改定し、向こう 10

年間の本市の観光ビジョンと戦略を示す 

空き家等対策計画 空き家の発生抑制、利活用の促進、適正な維

持管理と除去に取り組む 

第 5次気仙沼市食育推進計画 食を通した健康づくりの推進、食文化の再認

識、次世代への継承に取り組む 

第 10期気仙沼市高齢者福祉・介護保険

事業計画 

介護予防や認知症施策等と地域包括ケアシ

ステムの深化・推進を図る 

第 8 期気仙沼市障害福祉計画・第 4 期

気仙沼市障害児福祉計画 

計画期間は令和 9-11年度。3500人を対象と

したアンケートを実施する 

次期気仙沼市道路整備計画 現計画の検証を行い、地域住民との意見交換

を行いながら策定する 

第 3次気仙沼市総合交通計画 持続可能で市民生活に有益な公共交通を目

指す。市民、事業者、行政の「3 方よし」を

見出すのは難しいが、令和 9年度の新庁舎移

転に合わせた再編の絵を示したい 

 

【2会派の代表質問と 10人の一般質問で分かったこと】                   

■まちづくりセンター化は令和 9年度を目標に 

・まちづくりセンター化は指定管理にこだわらず進める。公民館にまちづくり業務を加える
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形で、直営のままでも移行できるように具体内容を検討中。令和 9 年 4 月を目標にでき

るだけ同時に進めたい。将来的には全センターの指定管理を目指す 

 

■行政 

・コンパクトシティを掲げる予定はないが、基本的な考えとして分散ではなく集約を目指す 

・令和 7 年内に公表予定だった談合防止対策報告書は、官製だけでなく民間からの働き掛

けを含めた対策になるようにするため遅れている 

・クマ対策で箱わなが全国的に不足したため、地元の鉄工所へ 3基発注した。人里に来ない

ように専門家からアドバイスを受けており、電気柵が有効と考えている 

・市職員は採用試験は、令和 6 年度の一般職(病院除く)で 97 人が受験して 23 人が合格(う

ち 10人が内定辞退) 

・市職員のメンタルヘルス不調の休職者(1 か月以上)は令和 6 年度で 39 人で、8 割以上が

復帰した。令和 7年度は横ばい 

 

■インフラ・防災 

・市道整備計画は改良系の全 20路線が最終年度の令和 8年度までに完成見込みがなく、次

計画に引き継ぐことになるい。次計画の策定に向けて令和 8 年度に各地区で説明を始め

る。財源が国の補正予算となることが課題の一つ 

・都市ガスは加入者の 8％で利用料の 69％を占め、事業用に活用されている 

・空き家対策計画は令和 7年度内に策定。相談窓口の設置を考えている 

・津波災害警戒区域は県が 3 月に指定する。市のハザードマップとガイドラインは修正の

必要がない。先行地域で地価が下がったケースはない 

・防災行政無線の屋外スピーカーによる火災発生の広報は終了。石巻に統合した消防指令シ

ステムとの自動連動が難しいため 

 

■産業関係 

・大島ウエルカム・ターミナルは事業者を募集中だが、通年での採算性が課題。トライアル

での再開を検討している 

 

【予算】                                           

■令和 7年度のふるさと納税寄附金は 135億円を見込む 

・一般会計は令和 7年度の補正予算 49.8億円、令和 8年度当初予算 458.4億円を承認 

・ふるさと納税寄附金は 12 月定例会で 120億円に引き上げていたが、さらに 15 億円プラ

スして 135億円に設定した 

・令和 8 年度当初は 60 億円の寄附金を予算化。4 つのパッケージなどに 19.8 億円を充当

し、年度末の基金残高は 158.8億円の予定。4つのパッケージを完了させるだけの財源は

確保できた 

 

■自治組織所有の集会施設に維持管理補助金 

・自治会等が所有する集会施設の維持管理事業補助金として 750万円を計上 

・電気、ガス、水道の基本料金、浄化槽維持管理料が対象。見込みは 90件 

 

■シニア活躍パッケージをスタート 
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・介護未経験者向けの介護入門講座を始める。1日 3-4時間のカリキュラムを 7日間のコー

スで、計 2回開催の予定 

・医師から軽度から中度の加齢性難聴の使用が認められた場合、補聴器購入費用に対して 2

万円(購入費用は 10 万円程度)を助成する。1 人 1 回だけ片耳分が対象で、新規だけでな

く買い替えも対象とする 

・市主催の会場等で実施する各種がん検診の自己負担を無料にする 

・65歳以上の高齢者のみ世帯を対象に、エアコン設置に 10万円補助する 

・高齢者等を対象にしたデジタル活用支援業務に 2647万円を予算化。スマートフォン教室

の開催などを委託する 

・介護保険特別会計でも事業を展開。高齢者見守り、高齢者サロンの拡張などに取り組む 

・高齢者見守りは第 2 期復興創生期間の終了に伴い、復興予算ではなく一般財源に切り替

えて継続する。3人×2チームで担当。災害公営住宅内の 4カ所の相談室は週 2-3日ずつ 

・交流サロンは栄養によるフレイル予防として食も OK にする。食材費として 1 団体当た

り年間 2万円を補助する 

 

■物価高騰対策に 3.2億円追加。カツオ不漁に伴う支援も 

・物価高騰対応の臨時交付金を活用し、

令和 7年度補正予算で計 9.7億円の支

援を行う 

・6.5 億円分は 12 月定例会で予算措置

しており、2月定例会では 3.2億円を

追加した 

・追加したのは県が運営するアプリで

取得できる「みやぎポイント」5000円

分を 19 歳以上の全市民分(12 月は 6

割分)を予算化し、ポイントだけでな

く現金での給付も選べるようにした 

・ポイントは 3月末までの申請で、その

申請者と重複しないように確認する

ため、現金給付は 6月ごろからの通知

開始、7月ごろからの支給開始の予定 

・住宅リフォーム促進支援補助金は

2000万円を用意。30万円以上のリフ

ォームに対して一律 10 万円を補助す

る。申請受付は 5月ごろの予定で、申

請多数の場合は抽選で決める 

・事業者支援として水道料金の 3か月間

減免、高圧電力の電気料金支援、カツ

オ不漁に伴う関連事業者の支援(支援

金給付や信用保証料補助、利子補給) 

 

■ファンクラブで関係人口創出・拡大へ 

・関係人口を創出拡大するため、専用サ

イトを構築。イベント参加などで宿泊

クーポンをもらえる制度を用意する

(事業費 2522万円) 

・内湾のユワエル内にあるバスケット
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コートを改修して窓口にする 

・専用サイトに掲載する案件の準備を進めている。プログラムは夏ごろから動き出す 

・コーディネーターは募集中 

【移住政策】 

・空き家バンク登録物件をシェアハウスとして改修する場合、1/2(上限 500万円)を補助 

・地域おこし協力隊は 12事業で 19人が活動予定 

 

■市営住宅基金は 150億円に 

・令和 7 年度の市営住宅収支は収入 29.5

億円に対して支出は 5億円 

・残りは市営住宅基金に積み立てる。令和

7年度末の残高は 150.8億円 

 

■債券運用で 3.5億円の利子収入 

・令和 7 年度は市営住宅基金から 40 億円

を債券運用。満期時の見込み額 3億 5000

万円を減債基金に積み立てた 

・減債基金の残高は 5.2億円。新庁舎建設の市債償還の財源とする予定 

・債券運用を開始した令和 6年度は 20億円を運用して 1.7億円を減債基金に積み立てた 

 

■新たな市道整備計画を策定へ 

【市道に関する補正予算分】 

・令和 7年度補正予算で道路新設改良費 5億 4712万円を計上。継続路線と市道整備計画上

位路線の整備を進める 

・小鯖鮪立線はこれで全区間が令和 8年度末で完成予定 

・田中赤貝線は面瀬川の橋梁上部工、道路改良工事を予定 

・市道整備計画の改良系としては津谷風越線(1位)が初めての着工路線となる 

【当初予算分】 

・田谷上田中線は水路に蓋掛け、千岩田 12号線は舗装整備で年度内完成予定 

・新たな市道整備計画は配点基準も確認する。改良系全 20路線が最終年度の令和 8年度で

も未完成の見込みで新計画へ引き継ぐことになる 
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■その他 

・全国ローカルベンチャー協議会は令和 7年度で終了。今後の在り方を相談中 

・愛耕幼稚園が令和 9 年度から認定こども園に移行するための保育施設増築(事業費 4400

万円)に対して、国が 1/2、市が 1/4を補助する 

・閉所した松岩保育所、月立保育所、松圃幼稚園を解体する。民地は返還する。松岩は市有

地で活用方法は未定 

・ごみ処理施設の精密機能検査を行い、延命化計画を見直す。市長は「まずいつまで延ばせ

るのか、次に更新する場合の手法、大規模な修繕の可能性について検討する」と議員全体

説明会で答弁した 

・デジタル水産業戦略拠点構想の実現に向けて、地域活性化起業人を活用。民間企業から水

産課に出向する 

・企業誘致アドバイザーは約 130 万円の奨励金を予算化。国際貢献センターを通して数人

の応募があり、4月から委嘱する予定 

・スクールバスの費用は 1 億 77402万円(前年当初から 4523 万円増。要因は国交省からの

通達)。16ルートで 262人が利用の予定 

・7-8月に巡回ラジオ体操が大川さくら総合公園で実施される。市民 500人が参加予定 

・令和 8年度に市総合体育館で全国小学生フェンシング選手権大会が開催される 

・総合体育館の武道場にエアコンを設置する 

・ふるさと応援基金から 2億 7810万円を財源とした小中学校の給食費無償化について、国

から小学生分として約 1億円が交付される見込み 

 

■令和 8年度の主な予算 

市制施行 20周年記念事業 

830万円 

11/11 に市民会館で記念式典を予定。今後 10 年間のま

ちづくりの指針となる総合計画策定に資する特別事業、

各種団体による冠事業、魅力を発信するプロモーション

事業も行う 

総合計画策定事業 

2490万円 

令和 9-18 年度の第 3 次総合計画を策定する。5 月にキ

ックオフシンポジウムを開催。市民アンケート、タウン

ミーティングも予定 

サステナブルシティ推進補

助金 

1000万円 

市サステナブルシティ推進プランの実現に資する事業

に最大 100 万円を補助する。今年度が 2 年目で 3 年く

らい継続の予定。7 年度は 13 件の応募のうち 5 件が採

択された 

鮪立集会所の新築 

9306万円 

老朽化し鮪立集会所を解体し、木造平屋建て(165㎡)を

新築する。借用していた民有地(1850㎡)は買い取る 

子どもの居場所づくり推進

事業 

4638万円 

遊びや学びなど居場所、子ども食堂などの運営を補助す

る。 

唐桑児童館移転整備 

945万円 

旧唐桑幼稚園を児童館(鮪立児童館の機能を移転)とし

て再利用するため改修する。10月のオープンを目指す。

赤岩児童館の移転は次期再編計画で検討する 

本吉放牧場の遊具改修 

5227万円 

ローラーすべり台の側板とローラーを交換し、木製コン

ビネーション遊具を改修する。冬季閉園中に改修し、令

和 9年 4月から使用開始する 

全国展開企業支援補助金 

3000万円 

気仙沼発で全国各地に生産拠点、販売拠点を展開する取

り組みに建設費や設備費を補助する。補助率は 1/3で生

産・物流拠点は上限 2000 万円、販売拠点は上限 1000
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万円 

創造的産業復興支援事業 

2億 2900万円 

新分野進出や新規性のある起業などに対して最大 4000

万円を補助する 

宿泊事業者経営改善サポー

ト事業 

1200万円 

市が公募型プロポで選定したコンサル会社のアドバイ

ザーを宿泊事業者(3 社)に派遣し、経営改善と効果検証

の伴走支援を行う。5月から募集して 6月のスタート予

定 

ホヤぼーやルーム補助金 

500万円 

ホヤぼーやをテーマにしたホテル客室に、デザイン、改

装工事、コモの政策など 1 部屋あたり 250万円(補助率

1/2)を補助する。2施設で夏に向けて準備中 

フリースクール等民間施設

教育環境支援事業 

620万円 

通所型のフリースクールに対して総事業費の 3/4 以内

(上限 500万円)を補助。児童・生徒 1人あたり利用料に

対して月 1万円(上限)を補助する 

地域クラブ活動推進事業 

1049万円 

部活動の段階的な地域移行を目指し、地域クラブの認知

度向上へリーフレット作成や専用サイト構築などに取

り組む。認定クラブ制度による活動支援もある 

 


